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１．１５年１２月期の連結業績（平成１５年１月１日～平成１５年１２月３１日） 
(１) 連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１５年１２月期 103,065 △10.3 2,074 △40.7 1,559 △56.7 

１４年１２月期 114,946 △3.6 3,496 ― 3,598 ― 

 

  当期純利益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

営 業 収 益 
経 常 利 益 率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

１５年１２月期 1,016 △58.6 12.30 ― 6.9 1.0 1.5 

１４年１２月期 2,452 4.8 30.18 ― 23.9 2.3 3.1 

(注) ①持分法投資損益 １５年１２月期 △２３２百万円 １４年１２月期  １７３百万円 

 ②期中平均株式数(連結) １５年１２月期 ８２,６３８,８３４株 １４年１２月期 ８１,２４９,９８４株 

 ③会計処理方法の変更        無 

 ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１５年１２月期 156,352  16,424 10.5 198.84 

１４年１２月期 165,535 12,903 7.8 158.93 

(注) 期末発行済株式数(連結) １５年１２月期 ８２,６０４,０９４株 １４年１２月期 ８１,１８９,９９１株 
 
(３) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１５年１２月期  △4,223 4,202 △6,034 46,521 

１４年１２月期 17,120 △4,378 227 52,613 

 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数  3７社   持分法適用非連結子会社数  0 社   持分法適用関連会社数   8 社 
 

(５) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結(新規)   １社   (除外)   １社   持分法(新規)   0社   (除外)   1社 
 
２．１６年１２月期の連結業績予想(１６年１月１日～平成１６年１２月３１日) 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中間期 43,600 △2,800 6,100 

通 期 95,500 2,900 1,700 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  ２０円５８銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在 

※ おける仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、上記業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。 



1．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、子会社３７社、関連会社８社及びその他の関係会社１社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、次

のとおりであります。なお、旅行部門とその他の部門には、株式会社ツーリストサービス及び株式会社近畿日本ツーリスト沖縄が重複してお

ります。 

 

(旅行部門) 

提出会社、子会社の株式会社ツーリストサービスを中心として国内・海外の団体旅行ならびに、国内主催旅行「メイト」、海外主催旅行

「ホリデイ」ブランドの旅行商品及び会員募集型商品等の企画販売を行っております。また、個人・グループに対しＪＲ券、国内・海外航空券、

宿泊券等の販売を行っております。海外では子会社のＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｕ．Ｓ．Ａ．），ＩＮＣ．、ＫＩＮＴ

ＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＯＣＥＡＮＩＡ）ＰＴＹ.ＬＴＤ.、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＥＵＲＯ

ＰＥ）Ｂ．Ｖ．等が主に提出会社及び国内会社が取り扱う海外の団体旅行及び海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービスの

提供を行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を行っております。 

子会社１８社及び関連会社４社が含まれており、子会社１８社を連結、関連会社４社に持分法を適用しております。 

 

(ホテル部門) 

株式会社ホテルサンフラワー札幌、株式会社箱根高原ホテル、ＳＡＩＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ等が国内外でホテル事業を

行っております。国内・海外において宿泊、料飲、宴会、婚礼等の各種サービスを提供するとともに、ホテル建物のリースも行っております。 

子会社５社及び関連会社１社が含まれており、子会社５社を連結、関連会社１社に持分法を適用しております。 

 

(損害保険部門) 

Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ, ＩＮＣ.、ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.が海外で損害保険の再保険引受事業を行って

おります。 

子会社２社すべてを連結しております。 

 

(その他の部門) 

タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業、介護・生活支援業の事業を行っております。情報

処理サービス・人材派遣及び旅行関連サービスは、提出会社及び当企業集団内の子会社・関連会社も顧客としております。 

子会社１４社及び関連会社３社が含まれており、子会社１４社を連結、関連会社３社に持分法を適用しております。 
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事業系統図を示すと、次のとおりとなります。 

顧           客 

  
                                                       介護及び生活支援 

子会社 

※１㈱クラブツーリズム・ライフケアサービス(注） 

                                     旅行関連の総合的 
                                         サービス提供 
  

その他の関係会社 

  近畿日本鉄道㈱ 

子会社 

※１㈱ツーリストサービス 

 

子会社 

※１㈱近畿日本ツーリスト沖縄 

関連会社 

※２㈱大阪簡保旅行友の会 

※２㈱関東簡保旅行会 

※２㈱ツーリスト 

※２近鉄観光㈱他 

子会社 

※１㈱イベントアンドコンベンションハウス 
※１ツーリストインターナショナル 

アシスタンスサービス㈱ 
※１㈱ツーリスト関西事務センター 

※１㈱ツーリスト中部事務センター 

※１㈱近畿日本ツーリスト 

東京事務センター 
※１㈱近畿日本ツーリスト情報システム 
※１クラブツーリズム㈱ 

※１㈱ツーリストビジネスサポート 

※１㈱ツーリストサービス北海道 

※１㈱ツーリストエキスパーツ  

 

 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーワールド 

             統 括 
 

子会社 

※１㈱ホテルサンフラワー札幌 

※１北交大和タクシー㈱ 

※１㈱ホテルポポロ東京 

※１㈱箱根高原ホテル 

※１㈱奥日光高原ホテル 

※１SAIPAN HOTEL CORPORATION 

関連会社 

※２蔵王中央ロープウェイ㈱ 

※２沖縄観光開発㈱ 

 
 
 

 
損害保険会社 

 

           再保険申込 
 

子会社 

※１H&M INSURANCE HAWAII,  

INC. 

※１GRIFFIN INSURANCE  

CO.,LTD. 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーチャイナ 

※１㈱ホリデイツアーズミクロネシア 

※１㈱ユナイテッドツアーズ 

近 
畿 

日 

本 

ツ 

ー 

リ 

ス 

ト 

株 

式 

会 

社 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(CANADA)INC. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SINGAPORE)PTE.LTD. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(EUROPE)B.V. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(FRANCE)S.A.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SPAIN)S.A. 

※１KINTETSU REISEBÜRO 
G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(ITALIA)S.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD. 

※１HOLIDAY  TOURS 

    MICRONESIA(GUAM),INC. 

※１PACIFIC DEVELOPMENT INC. 

 

関連会社 

※２TK PACIFIC INC． 

乗車券等旅

行関連商品

の相互提供 

 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の送客 

 
 
 
 
 
 
 
 
旅行傷害保

険申込 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
土産物販売 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
代行業務の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外旅行地上

手配の役務  

提供 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(U.S.A.),INC. 

※１ 連結子会社 

※２ 関連会社で持分法適用会社 

 (注)㈱クラブツーリズム・ライフケアサービスは、平成１５年７月１日に設立しました。 
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２．経 営 方 針 

 

(１)経営の基本方針 

当社グループは、「旅行業を中核とした旅行関連事業を通して社会の繁栄に貢献する」という経営基本理念のもと、ＣＲＭ（カスタマ

ー・リレーションシップ・マネジメント）の実践により、お客さまとの信頼関係を深め、お客さまのニーズに合わせたプロデュースをすること

で新しい価値を創造していきます。 

 

(２)利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主への利益還元を経営の最重要政策として位置付けておりますが、多額の欠損金を抱える現状においては遺憾

ながら無配を継続させていただきます。今後は構造改革を推進することにより、安定配当のできる健全な経営体質の確立に努めてまい

ります。 

(３)目標とする経営指標 

旅行業界を取り巻く市場環境が一段と厳しくなると同時にテロや一部地域の衛生不安など旅行需要に影響を与えるリスクが増大す

る中で、当社そしてグループ全体としての最優先課題は、安定的に利益を出すことのできる体質の構築にあります。したがって、基本

である営業利益を最重視した経営を進めてまいります。 

 

(４)中長期的な経営戦略 

平成１５年を初年度とする３カ年の「中期経営計画」にもとづき、ステークホルダーの期待に応えるべく、利益が出る営業形態への転

換や費用構造の変革を進めるとともに、新会計基準に対応するためグループ企業の再編と経営力強化の施策を推進しているところで

あります。 

その具体策として、当社の旅行事業部門を明確に区分し、それぞれの事業特性に合った組織および人事制度を構築することにより

事業価値の最大化を目指すため、クラブツーリズム事業部門を平成１６年４月末日をもってクラブツーリズム株式会社に営業譲渡する

ことを定時株主総会の決議を前提に合意いたしました（譲渡予定価格２４８億４０百万円）。 

①旅行部門 

旅行業においては、地域特性や市場特性の分析に基づく非効率部門の見直しと、成長部門・市場への経営資源の投入をさらに

推進してまいります。個人旅行においては、お客さま一人ひとりに、より高い満足を提供する独創性を持った旅行商品の開発とともに、

効果的な販売体制の再構築、顧客へのアプローチを展開していきます。 

また団体旅行においては、企業や自治体への営業展開や教育市場、宗教市場への取り組みもソリューション営業を強化していく

中で、新しい団体需要を生み出すＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）を中核に展開していきます。 

こうした活動を通じて、「脱・総合旅行業～プロデュース業への転換」を進めてまいります。 

 

②ホテル部門 

ホテル業においては、自社の直接販売の強化及び当社グループからの傾斜販売の推進によるグループの組織力を活用した営業

力の強化、費用構造の見直し等の実施により、グループホテルの財務体質の改善を順次進めてまいります。 

 

③損害保険部門 

海外における再保険引受事業においては、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に左右されますので、保険行政に注

意を払いながら経営を推し進めてまいります。 

 

④その他の部門 

その他事業についても事業領域を明確にすると同時に、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を支援するとともに、

各業種間での人材の適正配置を図ってまいりたいと考えております。 
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（５）対処すべき課題 

旅行業においては、個人旅行部門のメイト・ホリデイのブランド力の強化や、都市圏における専門店設置の拡大、既存店舗の効率化・

軽量化を中心とした販売ネットワークの抜本的な見直しによりその収益構造の改革を進めます。またＥＣＣ（イベント・コンベンション・コン

グレス）の飛躍的拡大のため、東京・大阪・名古屋を中心とした大都市圏での水平展開を進めるとともに、人材交流やアライアンスによる

ノウハウの蓄積を行います。 

ホテル業においては、ＣＲＭの実践により顧客中心の営業に徹し、客室販売の直販強化および当社グループの組織力を生かした営

業力の強化、費用構造の見直し等の実施により、グループホテルの財務体質の改善を順次進めています。また、市場の動きに対応した

営業形態への変更等も含めた事業再編を実施し、グループホテルの再構築を進めてまいります。 

損害保険業においては、リスクヘッジを最優先課題とし、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に注意を払いながら経営を

推し進めてまいります。 

その他の事業についても、事業内容の見直しにより、事業領域を明確にし、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を支

援するとともに、各業種間での人材の適正配置を図ってまいります。 

 

（６）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社は、国内外の法令遵守および企業倫理の定着が経営の根幹であり、透明度の高い公正な経営体制の構築を重要課題と考え、

コーポレートガバナンスの充実に取り組んでおります。 

当社は、監査役制度を採用しておりますが、従来から社外出身者を取締役および監査役として選任し、広範な見地からの意見を経

営に反映させるとともに経営監視機能の充実を図っております。現任の取締役のうち２名、監査役のうち３名（本年改選後は、取締役の

うち２名、監査役のうち３名の予定）がこれに該当し、監査役については半数以上を社外出身者が占める体制を実現しております。なお、

当社と社外出身者との関係については、その一部が取締役に就任している関係会社との間で定型的な営業取引の関係があります。 

また、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を、内部監査を行う専任部署として経営監査室を置

いております。さらに、取締役および監査役等の報酬の透明性向上を図るため、報酬諮問委員会を設置しておりますほか、コーポレート

ガバナンス充実の一環として、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、企業倫理綱領とコンプライアンス・ガイドラインを制定

しております。 

なお、本年３月３０日開催の定時株主総会を経て、取締役任期の１年への短縮、取締役・監査役に対する退職慰労金制度の廃止な

ど、コーポレートガバナンス強化の施策を実施いたします。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

(１)経営成績 

①当期の概況 

当期のわが国経済は、設備投資が増加するなど一部に緩やかな景気の回復が見られましたが、雇用情勢は依然として厳しく個人消

費も伸び悩み、総じて厳しい状況下で推移しました。 

旅行業界におきましても、イラク戦争およびＳＡＲＳの影響により海外旅行者が激減し、期の後半に回復の兆しは見られたものの、か

つてないほどの厳しい企業環境のうちに推移しました。 

このような状況下で、当社は、平成１５年度を初年度とする中期経営計画をスタートし、「効率化戦略」「成長戦略」を推進するための

構造改革を進めました。 

人事面では、成果主義を実現する新人事制度を導入したほか、退職給付制度を改訂し、厚生年金基金の運営の安定と営業費用へ

の影響の抑制を図りました。 

営業面では、「まつりインハワイ」「比叡山薪歌舞伎」「ジュラシックパーク・インスティテュート・ツアー」「カンボジア交流の翼」などのイ

ベント関連旅行を取り扱ったほか、引き続き「日本再発見」キャンペーンを実施して国内旅行の販売強化に取り組み、海外旅行では世

界１０方面へのチャーター便利用ツアーを一部アライアンスにより実施いたしました。また、インターネット販売にも、販売サポート体制を

強化するなど積極的に取り組みました。さらに、主催旅行の企画・販売・催行の品質管理に関する「ＩＳＯ９００１」の認証をグループ会社と

ともに取得いたしました。 

国内個人旅行では、メイトは、東京・関西方面の宿泊企画商品など期の後半は前年を上まわる商品はあったものの、冷夏や北海道・

東北地方で発生した地震の影響などもあり全体として前年を下まわりました。クラブツーリズムはバスツアーやテーマ型商品などを中心

に順調な成果を収めました。団体旅行では、ＥＣＣは「第３回世界水フォーラム」などで好調でしたが、一般団体旅行は法人需要の低迷

により、学生団体旅行は校外学習の販売に努めましたが生徒数の減少等により、それぞれ前年を下まわりました。 

海外旅行では３月に発生したイラク戦争やＳＡＲＳの影響により海外旅行需要は急激に減少しました。アイスランド、カナディアンロッ

キーおよびエアーズロックなどへの夏休みチャーターや１１月のカンボジアとの国交樹立５０周年を記念した「カンボジア交流の翼」、１２

月の「ホノルルマラソン」などのイベントによる需要喚起を図りましたが、ＳＡＲＳの影響が予想以上に長引き、ハワイ方面以外は前年を大

きく下まわりました。 

グループ会社につきましては、グループ経営の効率化を図り、関連会社の営業利益追求および財務基盤強化に努めましたが、、全

体としては海外旅行需要の急減が大きく影響しました。 

この結果、当連結会計期間の業績は、営業収益１，０３０億６５百万円、営業利益２０億７４百万円、経常利益１５億５９百万円、当期純

利益１０億１６百万円となりました。 

 

②次期の見通し 

今後につきましては、わが国経済は、着実な回復が期待されるものの予断を許さない状況にあり、旅行業界におきましても、ＳＡＲＳで

落ち込んだ需要が回復基調にはありますが、イラク情勢を含めて不安要因は払拭できず、また旅行消費単価の低下やインターネットビ

ジネスの拡大による消費構造の変化等、依然として厳しい環境にあり、事業基盤の強化が急務であると認識しております。 

当社は、大きく分けて３つの事業を展開しておりますが、それぞれの事業価値を最大化させるために、株主の皆様のご承認を前提と

して、クラブツーリズム事業部門を営業譲渡し、ＥＣＣを中心とした事業部門、ＣＲＭを中心に据えた個人旅行事業部門への投資を行うこ

とで構造改革を進めることといたしました。 

ＥＣＣへの取り組みとしましては、「アテネオリンピック」「しずおか国際園芸博覧会」といった大型イベントに加え、「第２５回まつりインハ

ワイ」「平成の熊野詣」などの自主企画を開催し拡大を図ります。そのために、平成１６年１月に本社営業本部カンパニーを核として東名

阪におけるＥＣＣ販売を基軸とする社内カンパニーを新設いたしました。また、個人旅行においては、メイト・ホリデイのブランド力強化や

チャーター利用による独自企画の商品化などにより商品競争力を高めるとともに、平成１７年末までに約５０店舗について新設・統廃合・

移転を行うなどにより収益構造を改革してまいります。合わせて当社ならではのインターネットビジネスの開発を進め、事業の核として成

長させるべく取り組んでまいります。 

また、当社が母体となる近畿日本ツーリスト厚生年金基金は、平成１６年１月に厚生年金基金の代行部分返上について認可を受けま

した。これにより、返上年度におきましては２２億円程度損失が生じますが、費用につきましては今後年間１７億円程度の減少が見込ま

れます。 

 

 

 

６ 



平成１６年連結会計年度における当社グループの業績は、独創的かつ積極的な営業施策と徹底したローコスト経営を推進し、営業

収益９５５億円（対前年同期比９３％）、経常利益２９億円（対前年同期比１８６％）、当期純利益１７億円（対前年同期比１６７％）を見込ん

でおります。 

 

(２)財政状態 

①キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、未精算旅行券及び仕入債務の減少等に伴い△４２億２３百万円とな

りました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入等で４２億２百万円となりました。財務活動によるキャッ

シュ・フローは、長期借入金の返済等で△６０億３４百万円となり、その結果、現金及び現金同等物の期末残高は４６５億２１百万円となり

ました。 

 

②キャッシュ・フロー指標 

 

 平成１３年１２月期 平成１４年１２月期 平成１５年１２月期 

株主資本比率（％） ５．０ ７．８ １０．５ 

時価ベースの株主資本比率（％） １３．５ ９．３ １２．９ 

債務償還年数(年) ５．０ ０．７ ― 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ(倍) ５．６ ５２．３ ― 

(注) 株主資本比率：株主資本/総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 

債務償還年数：借入金/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額 

※各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※平成１５年１２月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため、債務償還年数及びインタレスト・ガバレッジ・レシオは記載

しておりません。 
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４．連結財務諸表等 

(１)連結貸借対照表 

当連結会計年度 前連結会計年度 

(平成１５年１２月３１日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 科     目  

金   額 構成比 金   額 構成比 

増  減  額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 け 金 

受取手形及び顧 客 未 収 金 

未 収 手 数 料 

た な 卸 資 産 

団 体 前 払 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

為 替 予 約 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

※2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 

 

※2 

 

 

 

 

 

 

 

※2 

 

 

 

 

 

百万円 

１０２，０９４ 

３６，０９５ 

１１，０００ 

２３，０６６ 

１１，５６２ 

２３３ 

１５，３８１ 

１，２２３ 

５６４ 

― 

３，０４４ 

△７７ 

５４，２５８ 

２５，３３６ 

１６，０５８ 

８，０１８ 

１ 

１，２５８ 

１，７０６ 

８５９ 

８４６ 

２７，２１５ 

１６，４５０ 

１，１１５ 

８，３５４ 

７９９ 

１，７１２ 

△１，２１６ 

％ 

６５．３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４．７ 

百万円 

１１１，９７３ 

４２，５６２ 

１３，０００ 

２４，８４６ 

１０，２４８ 

３１４ 

１７，３１３ 

１，３６３ 

５０８ 

１２５ 

２，０１８ 

△３２８ 

５３，５６１ 

２７，０４４ 

１７，４１９ 

８，１３１ 

０ 

１，４９３ 

１，２５８ 

１，０００ 

２５７ 

２５，２５７ 

１３，５３９ 

１，３６６ 

９，２８２ 

８１７ 

１，９１９ 

△１，６６６ 

％ 

６７．６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３２．４ 

百万円 

△９，８７９ 

△６，４６６ 

△２，０００ 

△１，７８０ 

１，３１３ 

△８０ 

△１，９３１ 

△１４０ 

５５ 

△１２５ 

１，０２５ 

２５１ 

６９７ 

△１，７０８ 

△１，３６０ 

△１１３ 

１ 

△２３４ 

４４７ 

△１４０ 

５８８ 

１，９５７ 

２，９１０ 

△２５０ 

△９２７ 

△１８ 

△２０６ 

４４９ 

資 産 合 計 １５６，３５２ １００．０ １６５，５３５ １００．０ △９，１８２ 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

(平成１５年１２月３１日現在) (平成１４年１２月３１日現在) 科     目  

金   額 構成比 金   額 構成比 

増 減 額 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

繰 延 税 金 負 債 

繰 延ヘッジ利益 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円 

１３０，５００ 

４，３７９ 

１９，６５０ 

９６９ 

２８，６０４ 

４８，０８７ 

２５，３３５ 

５ 

― 

６５１ 

２，８１５ 

８，７６０ 

６８８ 

５，８０３ 

２，０６９ 

１９８ 

％ 

８３．５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．６ 

 

百万円 

１３９，１６２ 

５，２１７ 

２２，２２６ 

２，９２６ 

２７，７０１ 

４９，５０６ 

２８，２０９ 

５ 

１２５ 

― 

３，３６８ 

１２，７２３ 

６，３４７ 

５，０５７ 

１，１０４ 

２１３ 

％ 

８４．０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．７ 

 

百万円 

△８，６６２ 

△８３７ 

△２，５７６ 

△１，９５６ 

９０２ 

△１，４１８ 

△２，８７４ 

０ 

△１２５ 

６５１ 

△５５２ 

△３，９６３ 

△５，６５９ 

７４６ 

９６４ 

△１５ 

負 債 合 計  １３９，２６０ ８９．１ １５１，８８５ ９１．７ △１２，６２５ 

(少数株主持分       ) 

少 数 株 主 持 分 

 

 
６６７ ０．４ ７４５ ０．５ △７７ 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

  

７，５７９ 

５，２８３ 

１８１ 

２，６７７ 

４４ 

△２０ 

△２，４７９ 

４．６ 

３．２ 

△０.１ 

１．６ 

０．０ 

△０．０ 

△１．５ 

 

△７，５７９ 

△５，２８３ 

１８１ 

△２，６７７ 

△４４ 

２０ 

２，４７９ 

―  １２，９０３ ７．８ △１２，９０３ 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

６７２ 

４，７７６ 

３７８ 

△２，２６５ 

 

４．８ 

３．４ 

０．４ 

３．１ 

０．２ 

△１．４ 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

  

７，５７９ 

５，２８３ 

６７２ 

４，７７６ 

３７８ 

△２，２６５ 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

欠 損 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

子会社の所有する親会社株式 

資 本 合 計 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

資 本 合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６，４２４ １０．５ ―  １６，４２４ 

負債、少数株主持分及び資本合計 １５６，３５２ １００．０ １６５，５３５ １００．０ △９，１８２ 
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(２)連結損益計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 
科     目  

金   額 百分比 金   額 百分比 

増 減 額 増 減 率 

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 

 

※1 

百万円 

１０３，０６５ 

１００，９９０ 

％ 

１００．０ 

９８．０ 

百万円 

１１４，９４６ 

１１１，４４９ 

％ 

１００．０ 

９７．０ 

百万円 

△１１，８８１ 

△１０，４５９ 

％ 

△１０．３ 

△９．４ 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 

 

 

２，０７４ 

５２８ 

１，０４３ 

２．０ 

０．５ 

１．０ 

３，４９６ 

６８６ 

５８４ 

３．０ 

０．６ 

０．５ 

△１，４２１ 

△１５７ 

４５９ 

△４０．７ 

△２３．０ 

７８．５ 

１，５５９ 

２，３７８ 

０ 

１，４１２ 

８２１ 

１４４ 

２，０９７ 

５８ 

８３ 

１，６５５ 

４９ 

― 

２ 

２４８ 

１．５ 

２．３ 

 

 

 

 

 

２．０ 

３，５９８ 

４８７ 

０ 

４７１ 

― 

１４ 

５７１ 

１ 

２１９ 

― 

― 

２１４ 

４３ 

９２ 

３．１ 

０．４ 

 

 

 

 

 

 

０．５ 

△２，０３９ 

１，８９１ 

△０ 

９４０ 

８２１ 

１２９ 

１，５２６ 

５６ 

△１３５ 

１，６５５ 

４９ 

△２１４ 

△４１ 

１５６ 

△５６．７ 

３８８．１ 

△９６．５ 

１９９．２ 

― 

８６４．９ 

２６７．０ 

― 

△６１．７ 

― 

― 

― 

△９４．１ 

１６９．６ 

経 常 利 益 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

過 年 度 外 国 税 還 付 額 

そ の 他 

特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

割 増 退 職 金 

関 係 会 社 整 理 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 

そ の 他 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

法 人 税、住民税及び事業税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

 

 

 

 

 

 

 

※2 

※3 

※4 

 

 

 

※5 

１，８４０ 

１，３４８ 

０ 

△５４４ 

１．８ 

１．３ 

０．０ 

△０．５ 

３，５１４ 

３，１６１ 

１３４ 

△２，２６１ 

３．０ 

２．８ 

０．１ 

△２．０ 

△１，６７３ 

△１，８１２ 

△１３４ 

１，７１６ 

△４７．６ 

△５７．３ 

△９９．５ 

― 

少 数 株 主 利 益  １９ ０．０ ２６ ０．０ △７ △２８．１ 

当 期 純 利 益  １，０１６ １．０ ２，４５２ ２．１ △１，４３６ △５８．６ 
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(３)連結剰余金計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科       目 平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

 

欠 損 金 期 首 残 高 

 

欠 損 金 増 加 高 

役 員 賞 与 

百万円 

― 

 

 

― 

百万円 

２，６２５ 

 

 

０ 

連 結 子 会 社 減 少 に よ る 
 欠 損 金 増 加 高 ― ７ 

― 

― 

８ 

２，４５２ 

― 

 

 

５，２８３ 

５，２８３ 

１８１ 

 

 

― 

― 

５，２８３ 

 

 

△１８１ 

△１８１ 

１，０１６ 

１，０１６ 

１６１ 

１６１ 

― 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

計 

当 期 純 利 益 

欠 損 金 期 末 残 高 

 

資本剰余金の部 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 準 備 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 

 

利益剰余金の部 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

欠 損 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

当 期 純 利 益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

連結子会社減少による剰余金減少高 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ６７２ ― 
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科           目 平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

 
Ⅰ 
 

 
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
固 定 資 産 売 却 損 益 及 び 除 却 損 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 及 び 評 価 損 
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 
為 替 差 損 
割 増 退 職 金 
そ の 他 特 別 損 益 
未 収 手 数 料 及 び 売 上 債 権 の 増 減 額 
未 精 算 旅 行 券 及 び 仕 入 債 務 の 増 減 額 
預 り 金 の 増 加 額 
団 体 前 受 金 の 減 少 額 
団 体 前 払 金 の 減 少 額 
そ の 他 

百万円 
 

１，８４０ 
１，７３２ 
１４２ 

△1，４０９ 
△６９８ 
７４６ 
６５１ 
△３７７ 
２０１ 
２３２ 
９６ 
１，６５５ 
― 
４０３ 

△３，９８１ 
９１２ 

△２，８７７ 
１，９２９ 
△４８４ 

百万円 
 

３，５１４ 
１，８６９ 
２２０ 
△２１３ 
９６ 
３，３９８ 
― 

△２２９ 
３２７ 
△１７３ 
― 
― 
７７ 

△２，１６８ 
８，１１８ 
７５３ 

△１，３９７ 
３，７９８ 
２９２ 

 

小     計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 
割 増 退 職 金 の 支 払 額 

７１６ 
３７６ 
△３３９ 
△３，３２０ 
△1，６５５ 

１８，２８５ 
１９０ 
△１９０ 
△１，１６４ 
― 

 

 
Ⅱ 

 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
関 係 会 社 清 算 に よ る 収 入 
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額 
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
差 入 保 証 金 の 取 得 に よ 支 出 
差 入 保 証 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
そ の 他 

△４，２２３ 

 
 

△５７４ 
２，９４８ 
△１４ 
１，７９６ 
１８４ 

△１，６４３ 
― 
１ 

△１００ 
２５３ 
△４３８ 
１，４０３ 
３８６ 

１７，１２０ 

 
 

△２，９４８ 
２９９ 

△２，４２４ 
１，７１８ 
― 

△１，２４１ 
３０３ 
４５ 
△２４０ 
２６６ 
― 
― 

△１５７ 
 

 
Ⅲ 

 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自己株式・子会社の所有する親会社株式増減額 
長 期 預 金 払 戻 に よ る 収 入 

４，２０２ 

 
 

△５６０ 
― 

△５，４６７ 
△５ 
― 

△４，３７８ 

 
 

△１，８９５ 
１８ 
△３５６ 
△１８ 
２，４８０ 

 

 
Ⅳ 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 

△６，０３４ 

 
△９８ 

２２７ 

 
２６８ 

Ⅴ 
Ⅵ 
Ⅶ 
Ⅷ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 
連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 

△６，１５３ 
５２，６１３ 
６１ 

４６，５２１ 

１３，２３８ 
３９，３７５ 
― 

５２，６１３ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)子会社３７社すべてを連結しております。 

連結子会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)非連結子会社はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)関連会社８社すべてに対する投資について持分法を適用しております。 

主要な持分法適用会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

(１)株式会社ツーリストサービス、株式会社クラブツーリズム・ライフケアサービスの決算日は１２月３１日であります。その他の連結子会社

の決算日は９月３０日であります。 

(２)連結財務諸表作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。(ただし、出版物については個別法による原価法により評価しておりま 

す。) 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として提出会社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主として

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主に定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては各社における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は財務内容評価法で計上し

ております。 

②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込み額のうち当期に対応する見積額を計上しております。 

③退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、連結子会社においては、主として簡便法を適用し

ております。 

会計基準変更時差異については、提出会社及び株式会社ツーリストサービスは１５年による按分額で費用処理し、その他の

子会社は主として一括費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５～１０

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。また、提出会社は、過去勤務

債務について、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ費用処理しております。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方 

法に準じた会計処理によっております。 

 

 

１３ 



(５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 

ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

③ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・ 

フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

主として税抜方式によっております。 

 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能 

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。 
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会計方針の変更 

当連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

 

 

提出会社は退職給付における過去勤務債務の償却方法につ

いて、従来、発生時において一括償却する方法を採用しておりま

したが、当連結会計年度より、発生年度の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により処理する方法

に変更しました。 

この変更は、退職給付債務の減額を伴う退職給付制度の変更

により発生する負の過去勤務債務について、発生時に一括利益

計上を行う方法は期間損益計算を著しく歪めるおそれがあるととも

に、現在の経済情勢のもと割引率の引き下げや年金資産の運用

環境の悪化により発生する数理計算上の差異について１０年で費

用計上を行う一方で、退職給付水準の切り下げにより発生する過

去勤務債務について一括利益計上を行う方法は、健全な財政状

態を阻害するおそれがあるため、期間損益計算の適正化及び財

務体質の健全化の観点から行ったものであります。 

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比べ、税金

等調整前当期純利益は、１３，５００百万円減少しております。 

この会計方針の変更は、当連結会計年度末に行われたもので

あったため、当中間連結会計期間は従来と同一の基準によって

おります。なお、退職給付制度変更が連結会計年度末に行われ

たため、変更後の基準によった場合における当中間連結会計期

間の損益に与える影響はありません。 
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追 加 情 報 

当連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） 

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第１号 企業会計基準委員会 平

成１４年２月２１日）を適用しております。この変更に伴う損益に与

える影響はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度におけ

る連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（１株当たり当期純利益に関する会計基準） 

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準２号 企業会計基準委員会 平成１４年９月２５

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

(企業会計適用指針第４号 企業会計基準委員会 平成１４年９月

２５日)を適用しております。この適用による１株当たり情報に与える

影響はありません。 

（クラブツーリズム事業部門の営業譲渡） 

提出会社は、旅行事業部門の明確な区分と事業価値の最大化

及び経営資源のより効率的な活用を目的として、平成１５年１１月

２５日にクラブツーリズム事業部門の営業を譲渡することに基本合

意し、平成１６年２月９日に営業譲渡契約を締結いたしました。 

(１)営業譲渡先             クラブツーリズム株式会社 

(２)譲渡の時期                 平成１６年４月３０日 

(３)譲渡予定価格                 ２４８億４０百万円 

(金融商品会計) 

当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの

評価の方法について金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１１年１

月２２日))を適用し、総平均法による原価法から決算期末日の市

場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定)に変更しております。この

変更に伴なう損益に与える影響はありません。なお、従来の方法

によった場合に比べ、投資有価証券が４，９８９百万円、繰延税金

負債が１，８６３百万円、少数株主持分が４４７万円多く計上され、

その他有価証券評価差額金２，６７７百万円が新たに計上されて

おります。 
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注 記 事 項 

 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 

（平成１５年１２月３１日現在） 

前連結会計年度 

（平成１４年１２月３１日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額     １５，４６９百万円 

※２．担保に供している資産 

預金            ４７７百万円 

投資有価証券     ８，３０９百万円 

 

３．保証債務                       ３３０百万円 

４．自己株式の数                  ９，８９７，７８８株 

※１．有形固定資産の減価償却累計額     １５，１１０百万円 

※２．担保に供している資産 

預金           ２，６４０百万円 

投資有価証券     ４，７１０百万円 

土地              ４１百万円 

３．保証債務                       ４３０百万円 

４．自己株式の数                    ９３，８１３株 

 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 

（平成１５年１２月３１日現在） 

前連結会計年度 

（平成１４年１２月３１日現在） 

※１．営業費用のうち主要な費用及び金額は次のとおりでありま

す。 

人件費                      ４８，０６２百万円 

不動産賃借・維持費               ９，５５０百万円 

電算機維持費                   ６，９０３百万円 

販売諸経費                   ２４，８２６百万円 

諸税                           ５５２百万円 

減価償却費                     １，７３２百万円 

※２．固定資産売却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

土地                          ５７百万円 

※３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

建物                           ４８百万円 

有形固定資産 

その他                         １２百万円 

無形固定資産 

ソフトウェア                      ２３百万円 

※４．割増退職金は「セカンドステージ支援プログラム」制度改定 

に伴う特別措置実施による退職加算金であります。 

※５．特別損失・その他の主な内訳は次のとおりであります。 

敷金保証金貸倒損                  １５３百万円 

退職給付会計基準変更時差異          ２９百万円 

※１．営業費用のうち主要な費用及び金額は次のとおりでありま

す。 

人件費                      ５５，７３６百万円 

不動産賃借・維持費               ９，９７２百万円 

電算機維持費                   ７，４１６百万円 

販売諸経費                   ２７，２４１百万円 

諸税                          ６６１百万円 

減価償却費                    １，８６９百万円 

※２．固定資産売却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

器具備品等                      １百万円 

※３．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。 

有形固定資産 

建物                          １６９百万円 

有形固定資産 

その他                         ４６百万円 

 

※４． 

 

※５．特別損失・その他の主な内訳は次のとおりであります。 

ゴルフ会員権評価損                 １０百万円 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定                  ３６，０９５百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金        △５７４百万円 

預け金                         １１，０００百万円 

現金及び現金同等物                ４６，５２１百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定                  ４２，５６２百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金      △２，９４８百万円 

預け金                         １３，０００百万円 

現金及び現金同等物                ５２，６１３百万円 
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５．リ ー ス 取 引 

当連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
有形固定資産・ 

建 物 ３９ ２６ １３ 

有形固定資産・ 

そ の 他
６，９０２ ４，３９０ ２，５１２ 

無形固定資産・ 

ソフトウエア  
２，５５５ １，８７２ ６８３ 

合計 ９，４９８ ６，２８８ ３，２０９ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年 以 内                     １，５１２百万円 

１ 年 超                     １，７３８百万円 

合 計                     ３，２５１百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (１)支払リース料                    ２，３０７百万円 
 (２)減価償却費相当額                ２，２４９百万円 
 (３)支払利息相当額                    ９４百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については､利息法によっており

ます。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
有形固定資産・ 

建 物 ４９ ３０ １８ 

有形固定資産・ 

そ の 他
８，５１３ ５，２６４ ３，２４９ 

無形固定資産・ 

ソフトウエア  
３，６５７ ２，５６０ １，０９７ 

合計 １２，２２０ ７，８５４ ４，３６５ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１年 以 内                     ２，０５３百万円 

１ 年 超                     ２，３１６百万円 

合 計                     ４，３６９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (１)支払リース料                    ３，００６百万円 
 (２)減価償却費相当額                ２，８３３百万円 
 (３)支払利息相当額                    １７０百万円 
 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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６．有 価 証 券 

当連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 

 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 百万円 百万円 百万円 
株          式 
債          券 

２，０９７ 
２，３４８ 

１０，８０８ 
２，３５０ 

８，７１０ 
１ 

小          計 ４，４４６ １３，１５８ ８，７１２ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
株          式 
債          券 

 
１，５２５ 
― 

 
１，４０９ 
― 

 
△１１５ 
― 

小          計 １，５２５ １，４０９ △１１５ 
合          計 ５，９７１ １４，５６８ ８，５９６ 

 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
関連会社株式 

百万円 
６７７ 
１，２０４ 

合     計 １，８８１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１９ 



 
前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 
 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当ありません。 

 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価 
連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 百万円 百万円 百万円 
株          式 
債          券 

２，２１９ 
１，０４８ 

７，６３８ 
１，０４８ 

５，４１８ 
― 

小          計 ３，２６８ ８，６８６ ５，４１８ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
株          式 
債          券 

 
１，７９１ 
１，２９８ 

 
１，３４６ 
１，２９７ 

 
△４４４ 
△１ 

小          計 ３，０９０ ２，６４３ △４４６ 
合          計 ６，３５８ １１，３３０ ４，９７２ 

 

(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 
    関係会社株式 

百万円 
７７９ 
１，４２９ 

          合     計 ２，２０８ 

 

７．デリバティブ取引 

 

当連結会計年度及び前連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 
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８．退職給付関係 

１． 採用している退職給付制度の概要 

    当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて 

おります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。また、提出会社において退職給付信託を設定しており

ます。 

なお、提出会社は平成１５年７月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度及び前払退職金制度へ移行しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１５年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１４年１２月３１日現在 

 

① 退職給付債務 

② 年金資産 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 

⑤ 未認識数理計算上の差異 

⑥ 未認識過去勤務債務 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥） 

⑧ 前払年金費用 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） 

百万円 

△９０,１６９ 

３６,５９３ 

△５３,５７５ 

３８,０４０ 

２１,９４１ 

△１２,１５０ 

△５,７４４ 

５９ 

△５,８０３ 

百万円 

△８７,７３２ 

３３,３７８ 

△５４,３５４ 

４１,２３５ 

２１,６０５ 

△１３,５００ 

△５,０１４ 

４２ 

△５,０５７ 

（注）１ 厚生年金の代行部分を含めて記載しております。 

   ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１５年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１４年１２月３１日現在 

 

①勤務費用（注１） 

②利息費用 

③期待運用収益 

④会計基準変更時差異の費用処理額 

⑤過去勤務債務の費用処理額 

⑥数理計算上の差異償却額 

⑦割増退職金 

⑧経過措置給付金・前払退職金 

⑨確定拠出年金掛金支払額 

⑩退職給付費用 

百万円 

２,４５７ 

２,１８２ 

△１,３７８ 

３,１６９ 

△１,３５０ 

２,２５０ 

― 

２２３ 

１７１ 

７,７２５ 

百万円 

３,１８０ 

２,６２２ 

△１,４４６ 

３,１６５ 

― 

７９９ 

５３２ 

― 

― 

８,８５３ 

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

    ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項              当連結会計年度           前連結会計年度 

 ①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

 ②割引率 ２．５％ ２．５～３．０％ 

 ③期待運用収益率 ４．０～４．５％ ４．０～５．５％ 

 ④過去勤務債務の額の処理年数 提出会社は１０年 提出会社は１０年 

 ⑤数理計算上の差異の処理年数 ５～１０年 ５～１０年 

 ⑥会計基準変更時差異の処理年数 提出会社、株式会社ツーリスト 提出会社、株式会社ツーリスト 

 サービスは１５年、その他の子 サービスは１５年、その他の子 

 会社は主として１年 会社は主として１年 
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９．税効果会計関係 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額                      ５２４百万円 

退職給付引当金損金算入限度超過額                 ２，１９９百万円 

賞与引当金損金算入限度超過額                    ２４５百万円 

減価償却費損金算入限度超過額                        ２２１百万円 

ゴルフ会員権評価損                         ２８百万円 

預り金                                              ９４百万円 

未収収益                                           １７４百万円 

未払事業税                                           ７３百万円 

繰越欠損金                                         ３８３百万円 

その他一時差異                                      ５１６百万円 

繰延税金資産小計                             ４，４６３百万円 

評価性引当金                                   △１，６５７百万円 

繰延税金資産合計                                 ２，８０６百万円 

繰延税金負債との相殺                            △１，４４２百万円 

繰延税金資産                                     １，３６３百万円 

 

繰延税金負債 

有価証券評価差額                                ３，３１０百万円 

退職給付信託設定                                    １９７百万円 

その他                                           ９百万円 

繰延税金負債小計                                 ３，５１８百万円 

繰延税金資産との相殺                            △１，４４２百万円 

繰延税金負債合計                                 ２，０７５百万円 

繰延税金負債純額                                 △７１１百万円 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の１００分の５以下であるた

め注記を省略しております。 

 

３．税効果会計にかかわる法定実効税率の変更 

   地方税法等の一部改正する法律（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、当期

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし平成１６年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用

した法定実効税率は、改正後の税率によっております。 

なお、この変更により繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が５２百万円増加し、当期に計

上されたその他有価証券評価差額金が４５百万円増加、法人税等調整額が６百万円減少しております。 
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１０．セグメント情報 

(１)事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

９４，５６８ 

百万円 
 

２，３８２ 

百万円 
 

２，３６２ 

百万円 
 

３，７５１ 

百万円 
 

１０３，０６５ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

１０３，０６５ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１５１ ３２４ ― ５，４７５ ５，９５１ (５，９５１) ― 

計 ９４，７２０ ２，７０７ ２，３６２ ９，２２６ １０９，０１６ (５，９５１) １０３，０６５ 
営業費用 ８９，８２６ ２，７７１ １，６８８ ８，８４１ １０３，１２８ (２，１３８) １００，９９０ 

営業利益又は営業損失(△) ４，８９３ △６４ ６７４ ３８４ ５，８８７ (３，８１３) ２，０７４ 

２．資産、減価償却費 
及び資本的支出 
資産 １４２，５２３ ２４，８１６ ２，０８４ ９，５３５ １７８，９５９ （２２，６０６） １５６，３５２ 

減価償却費 ８０５ ７７８ ― １７１ １，７５４ （２１） １，７３２ 

資本的支出 ６６２ １２２ ― １５８ ９４３ ― ９４３ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業、介護・生活支援業が含ま

れております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，４６７百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，９４５百万円)の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産でありま

す。 

 

前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

１０１，８３８ 

百万円 
 

２，３１６ 

百万円 
 

３，５４１ 

百万円 
 

７，２４９ 

百万円 
 

１１４，９４６ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

１１４，９４６ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１，９４６ ５０９ ― ７，９５９ ６，５２１ (６，５２１) ― 

計 ９９，８９１ ２，８２６ ３，５４１ １５，２０８ １２１，４６８ (６，５２１) １１４，９４６ 
営業費用 ９７，３６９ ３，００７ １，７６７ １４，６３３ １１６，７７７ (５，３２７) １１１，４４９ 

営業利益又は営業損失(△) ２，５２２ △１８０ １，７７４ ５７５ ４，６９０ (１，１９３) ３，４９６ 

２．資産、減価償却費 
及び資本的支出 
資産 １４８，５４５ ２２，７８４ ２，６１７ ７，６９６ １８１，６４４ （１６，１０９） １６５，５３５ 

減価償却費 ８６８ ８３９ ― １６１ １，８６８ ― １，８６９ 

資本的支出 ８７３ １１４ ― ２５４ １，２４１ ― １，２４１ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(２，１５１百万円)の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産でありま

す。 
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(２)所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１５年１月１日から平成１５年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

９４，３１６ 

百万円 
 

１，４９８ 

百万円 
 

５，１３７ 

百万円 
 

２，１１３ 

百万円 
 

１０３，０６５ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

１０３，０６５ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１ １３ １７ ４７ ７９ (７９) ― 

計 ９４，３１７ １，５１２ ５，１５４ ２，１６０ １０３，１４４ (７９) １０３，０６５ 
営業費用 ９１，６４８ １，６７５ ４，４１２ １，９７３ ９９，７１０ １，２８０ １００，９９０ 
営業利益又は営業損失(△) ２，６６９ △１６３ ７４１ １８７ ３，４３４ (１，３５９) ２，０７４ 

２．資産 １５２，４７７ ９，５４３ ４，６０９ ２，５８５ １６９，２１６ (１２，８６３) １５６，３５２ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，４６７百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門等に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(１，９４５百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります 

 

前連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 
又は全社 

連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 
営業収益 

百万円 
 

１０４，５１４ 

百万円 
 

１，５１３ 

百万円 
 

６，６９２ 

百万円 
 

２，２２６ 

百万円 
 

１１４，９４６ 

百万円 
 
― 

百万円 
 

１１４，９４６ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１２０ １８２ １７ ４９ １２８ (１２８) ― 

計 １０４，３９３ １，６９６ ６，７１０ ２，２７５ １１５，０７５ (１２８) １１４，９４６ 
営業費用 １０１，３３９ １，９９６ ４，９１９ ２，０００ １１０，２５６ １，１９３ １１１，４４９ 
営業利益又は営業損失(△) ３，０５４ △３００ １，７９０ ２７５ ４，８１９ (１，３２２) ３，４９６ 

２．資産 １５２，３８６ １０，７０５ ５，６５２ ２，７４３ １７１，４８８ (５，９５３) １６５，５３５ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の管理部門等に

係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(２，１５１百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります。 

 

(３)海外営業収益 

当連結会計年度及び前連結会計年度における、海外営業収益は連結営業収益の１０％未満のため、記載を省略しております｡ 
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１１．重要な後発事象 

当連結会計年度 

平成１５年 １月 １日から 

平成１５年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

（厚生年金基金の代行部分の返上） 

 提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金

基金の代行部分について、平成１６年１月１日付けで厚生労働

大臣から将来支給義務免除の認可を受けました。それに伴い

「退職給付会計に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第１３号)第４７－２項に定める経過

措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給

付債務の消滅を認識する予定です。 

これにより、代行部分に係る退職給付債務(年金資産の返済相

当額を控除後)の消滅処理と会計基準変更時差異の未処理額

等との一括計上処理により、翌会計年度において約２，２３２百

万円の特別損失が発生する見込みであります。  
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１２．関連当事者との取引 

近畿日本鉄道株式会社との関係 

持株比率 ３３．０５％、筆頭株主（平成１５年１２月３１日現在で退職給付信託口を含む） 

同社は、鉄軌道事業、不動産業等の事業を営んでいる会社であります。 

 

当社との関係 
役 員   同社からの兼務役員として１名（取締役１名）就任しております。 

 
取 引   同社の乗車券を受託販売しているほか、同社所有の建物を本社ビルとして賃借しております。 

当社は、同社の関係会社として今後も密接な関係を維持していく考えであります。 
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